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非営利団体の活動と環境保全

─企業財団の新しい役割を求めて─*

細　田　衛　士 * *

　本論文の目的は，環境保全の担い手

ある。今日，日本においては企業財団

いる。そこで，主に企業財団が環境保

う角度からこの問題をさぐってみることに

　従来経済学において光をあてられて

あった。市場が完全に機能すれば政府

である。しかし市場は完全ではない。

などの場合，市場はうまく機能しない

問題も外部性の問題の一応用問題とし

内部化すれば解決すると思われてきたので

　しかしながら現実を見ると，特にア

どの公共目的の遂行に大きな役割を果

ｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）と呼ばれている組織

　それではこの非営利団体の存在意義

財の供給では，政府の失敗がありうる

的なプロセスに従って公共財を供給し

場合があるのである。これは，環境財の供

　勿論企業も環境財を最適に供給でき

いたとしても，契約の失敗が起きる場

ある。

　このような状況が支配するとき，非

適に供給できる可能性が高いのである。

　残念ながら日本では，環境財の供給

そこで本論文では，アメリカの例を参

保全の領域で非営利団体を効果的に機能さ

　まず対象となる非営利団体は，日本

ミュニティー財団の果たす役割が極め

しない。従って資金の供給者として考

*　本論文は，公益法人協会との共同研究プロ

  すものである。
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としての非営利団体の可能性について論じることに

が非営利団体の中で重要な位置を占めるにいたって

全という領域でどれほどの役割を果たしうるかとい

する。

きた主体は，消費者，生産者そして政府の３者で

は必要ではなく，その存在は経済活動の面では有害

外部性が存在する場合，あるいは公共財を供給する

のである。ここで政府の存在意義がでてくる。環境

て認識され，政府が社会的費用を課税などによって

ある。

メリカなどでは政府や企業以外の組織が環境保全な

たしているのである。（民間）非営利団体（Ｎｏｎ-

がそれである。

とは何であろうか。この事を考えるためには，公共

ということを理解しなければならない。政府が民主

ようとするとき，過小にしか公共財が供給されない

給についてきわめて良くあてはまる。

ない。仮に，排除性，競合性がともに成り立って

合，企業によって環境財は最適に供給されないので

営利団体の方が，政府よりも企業よりも環境財を最

という面で非営利団体の果たしている役割は小さい。

考にしながら，どのようにしたら日本において環境

せることができるかを論じるのである。

では企業財団である。アメリカでは独立財団やコ

て大きいが，日本ではそのような財団は事実上存在

えられるのは，企業財団が主要なものなのである。

ジェクトの副産物である。この場を借りて，同協会に謝意を表わ

要　　約
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　しかしながら,資金の供給者がいても資金を得て実際に行動する組織がなければ環境財

が供給されない。環境保全に関しては環境ＮＧＯと呼ばれる組織が近年この活動を行なう

事業財団として注目されている。しかし，実際日本においては1この資金の出し手である

助成財団と受け手の環境ＮＧＯの連携がうまくいっているとは言えないのである。

　これをうまく機能させるには，(1)企業助成財団が環境保全事業の独立財団をつくり支援

する(アメリカにおけるワールド・ウォッチ研究所などの例)(2)企業助成財団が草の根的

環境ＮＧＯに資金を恒常的に供給する(3)企業財団は資金供給に関して独立性を保つ，など

のことが必要である。これらのことは一見困難であるように思われるが，日本でも環境保

全助成専門の企業財団が作られ，その可能性も小さくないのである。

Ⅰ.　はじめに

　現在自然環境保護の問題について多くの人々

から強い関心が寄せられている。大量の炭酸ガ.

ス放出による温室効果，ＣＦＣ(フロンガス)に

よるオゾン層の破壊，これらが地球環境に極め

て深刻な影響を与えることが解明されるにつ

れ，地球規模での関心が巻き起こったのである。

　一方局地的な自然環境も同様に悪化している

と言われている。酸性雨による森林破壊，湖沼

の酸性化はヨーロッパではかなり進んでいる。

(例えば西ドイツのシュワルツバルトの半分は

酸性雨の影響を受けている。またスウェーデン

では85,000ある湖沼のうち21,500の湖沼が酸性

雨の影響を受け，15,000の湖沼は酸性化し，

4,500の湖沼では魚が死滅しているという。）

　日本では，1970年代の公害問題への強い反省

から政府・民間双方の努力により事態は改善

し，ヨーロッパほど深刻ではないように思われ

る。しかしながら，窒素酸化物，浮遊粒子状物

質の状況などは改善されていないし，またトリ

クロロエチレンなどによるいわゆるハイテク汚

染などが進行しているとも言われている。

　さらに憂うべきことには，経済活動の活発化

にともなって貴重な自然が破壊されつつある。

例えば，最近ではヨーロッパ並の酸性雨が降っ

ていると言われているし，野生動物の減少ない

し絶滅などといった事態も急速に進んでいる。

また石垣島では，人類にとって貴重な珊瑚を破

壊してまでも空港建設が推し進められようとし

ている。そして海外では，国内における木材需

要の増加と共に，熱帯林の伐採を加速させつつ

ある。

　こうした事態に直面して，従来の反公害運動

や自然保護運動とは違った立場から自然環境を

保護しようという認識が出てきているように思

われる。１つは，消費者としての立場からのも

ので，環境に優しい（環境負荷の少ない）財に

対する選好を強めたり，リサイクリングを積極

的に進めようとする態度が強まったことである。

他方，企業の側からも何らかの形で自然環境保

全に貢献しようとする態度が見受けられるよう

になった。しかし残念ながら，この認識の変化

にもかかわらず，日本においては効果的な活動

が生まれず，よい結果に結びついていないよう

に思われる。

　そこで本小論では，企業・消費者双方の認識

の変化の中で，自然環境保護のために非営利団

体（Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎａｉｚａｔｉｏｎ以下ＮＰＯと略す）

の活動がどのような有効性をもちうるのか，又
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どのようにすればその効果を高めることが出来

るかについて論じようと思う。そしてより具体

的には，日本の非営利団体として重要な位置を

占めている企業財団がどのような役割を果たし

うるか，その可能性についても論じるつもりで

ある。最近では，企業の社会的貢献ということ

の重要性が叫ばれているが，環境保全という観

点から企業の貢献の可能性を探るわけである。

ここ10年の間ＮＧＯの理論分析は大きな発展

をとげており，ここではこの理論の成果を応用

して論じることにする。

Ⅱ.　経済主体の活動と環境財

Ⅱ－１　従来のとらえかた

　従来の経済理論で経済主体として通常考えら

れるのは，企業，消費者，政府の３者である
(注1 )。もし競争が完全であるならば，政府の存

在は必要でなく，企業と消費者とが市場を通し

て活動すれば，ある種の最適性（パレート最適

性）が保証される。資源は効率的に配分され，

政府の活動する必然性はない。しかしながら，

市場は完全ではない。外部経済・不経済が存在

するとき，市場はうまく機能しない。又公共財

の供給も市場経済ではうまくいかない。この時

政府が市場に介入して，社会的費用を内部化し

てやったり，公共財を供給したりすることに

よって，市場機能を補完しなければならないの

である。所謂市場の失敗と言われるケースがこ

れである。

　環境問題は，まさにこの具体的なケースとし

て考えられてきた。工場から排出される煙の費

用に関して取引が行なわれる市場は存在しない。

従って，この工場の私的費用と社会的費用は乖

離することになる。企業は私的費用を基準とし

て行動するから，社会的費用が内部化されない

かぎり煙をたれながしたまま生産を続けるので

ある。この時政府が課税するなどして社会的費

用の内部化を計らなければならないのである。

　又公園などは有用ではあっても，その公共財

としての性格のために民間企業は最適な供給を

行ないえない。仮に「ただのり」などの問題が

あるにせよ，政府がその供給の役割を追わねば

ならないと考えられるのである。

　しかしながらこのような従来の考え方では，

現在の環境問題は十分にとらえられなくなって

きたように思われる。現実に，今起こっている

ような自然環境問題は単に政府の介入のみでは

対処しきれなくなっているのである。なぜその

ような事態が生じるのか，環境財という概念を

導入することによって説明したいと思う。

Ⅱ－２　環境財

　ここで環境財を次のように定義しよう (注 2 )。

環境財とは，公共財の性格をもつ財で，主に自

然によってのみ生産される財のことである。人

間はこの財を生産することができず，この財に

ついてできることと言えばたかだか保全するこ

とくらいである。環境財は公共財の性格をもつ

のであるから，当然非競合性・非排除性という

性格をもつ。また，環境財は自然によってのみ

生産されるのであるから，一旦それが破壊され

たり不完全な形でしか保全されない場合，復元

が不可能であるか，著しく困難な財と考えられ

るのである。（経済学的に言えば，復元の限界

費用が非常に大きい，ないし無限大ということ

(注１ )　国民経済計算では，制度部門別の主体として対家計民間非営利団体が挙げられるが，経済理論にお

　　　いてこの主体の分析は充分に行なわれてこなかった。この主体についての分析が発展したのは最近の

　　　ことである。

(注２）　環境財についての定義にはさまざまなものがあって，筆者の知るところ確定したものはない。
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である。)

　環境財の例としては，自然景観，野生動植

物，などはもちろん含まれるが，直接視覚に触

れなくてもその存在故に人々に効用をもたらす

ような自然の供給物などもこの環境財の中に含

まれると考えられる。(原生林などはその例と

言える。)

　まずここで注意しなければならないことは，

普通の公共財と異なり環境財はもっぱら自然に

よって供給されるのであるから，環境財が環境

財として取引される市場が存在する可能性はほ

ぼ無いということである。例えば富士山は環境

財であり，ほとんどの日本人がそれを見て大き

な効用を受けるであろうが，その対価を自然に

払うということはない。またそれが適切な形で

保全されたとしても，その費用の負担は誰がす

るかは決めがたい。（普通は政府が税金で賄う

場合が多い。国立公園などがその例である。）

注意すべきもう１つの点は，環境財の中には

私的財としての性格をもっているものが少なく

ないということである。例えば，クジラは環境

財であるが，それは同時に私的財でもある。

（このような財は，混合財と言われる。）このよ

うな場合問題となるのは，私的財としてのクジ

ラには市場が存在するにもかかわらず，環境財

としては市場が存在しないということである。

従って環境財としていかに希少性が高く評価さ

れたとしても，私的財の市場において需給バラ

ンスによって消費量が決まればクジラは捕り尽

くされてしまうかも知れないのである(注 3 )。

（図１を参照。）

　さて環境財を生産する単体は「自然」である

が，それを供給する主体は誰であろうか。もし

ある環境財が同時に私的財としての性格をもっ

ていれば，すなわちその財が混合財であれば，

それを私的財として何らかの方法で所有してい

るものが供給者となりうる。この時，上に述べ

たとおり環境財には環境財としての価値評価を

(注3)　バークレイ＆セクラー (1983) 第９章参照。

(注4)　政府の失敗及び後にでてくる契約の失敗に関しては，Ｒｏｓｅ-Ａｃｋｅｒｍａｎ (1986) を参照。

受けるべき市場がないために，適切に保全され

ずに劣化してしまう可能性が生じる。また環境

財が単独で存在している場合でも，適格な供給

者がいなければ，その保全は顧みられることな

く切り売りされてしまったり，あるいは他の利

潤獲得機会の犠牲にされてしまうことがある。

　それでは，このような場合環境財としての価

値が高い財は誰が供給すればよいのであろうか。

以下では，まず企業はもとより政府さえもが環

境財の最適な供給者とはなりえない場合がある

ことを示す。そして，環境財の最適な供給者と

してのＮＰＯの可能性について論じようと思う。

Ⅱ－３　環境財の供給者

　通常の公共財の供給者としては，政府が第一

に考えられる。しかしながら，環境財の場合必

ずしもそうとは言えないのである。そのような

理由としてあげられるのが政府の失敗（ｇｏｖｅｒｎ-

ｍｅｎｔ ｆａｉｌｕｒｅ）と言われる事態である。ここでは，

政府の失敗を通常より広げて考えることにする
(注4)。

図１ 環境財としての鯨の価値付けＶ*は，私的財と
　 しての価格Ｐ*よりも高い。しかし，環境財の市
　 場はないためクジラは捕り尽くされる可能性が
　 ある。
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　第１に考えられるのは，通常言われるところ

の政府の失敗である。一般に環境財に対する需

要には個人によって大きな幅があると考えられ

る。環境に対する関心は，所得の大小によって

異なることはよく知られているところである。

また自然保護に熱心な人間とそうでない人間の

間にも環境財の需要量には大きな差ができる。

即ち環境財の需要には異質性があるのである

（ｈｅｔｅｒｏｇｅｎｅｉｔｙ ｏｆ ｄｅｍａｎｄ）。一定の税金のも

とでは，あるものは多く需要し（ｈｉｇｅ-ｄｅｍａｎ-

der)，あるものは少ししか需要しない （ ｌｏｗ -

ｄｅｍａｎｄｅｒ）のである。

　仮にこのような環境財の供給が政府の手に委

ねられるとしよう。保全費用を払って，どれく

らいの量または質の環境財を供給するかを民主

的に決めるとしたら，多く需要する者にとって

は過小にしか供給されない可能性が高くなる。

自然保護論者は現在の政府の環境財の供給に

は満足がゆかないであろう。例えば，日本の国

土に占める森林の割合は約67％におよび，この

比率は世界的にも高いものである。しかし森林

の約半分を占める植林地の状況は自然保護論者

から見ると劣悪なものといえるであろう。とこ

ろが政府は林野行政に多くの予算を割こうとは

していない(注5)。森林の質の向上を求める自然

保護論者は，森林という環境財のｈｉｇｈ-ｄｅｍａｎｄ-

ｅｒであり，政府のこの財の供給は，彼らにとっ

てみれば過小供給なのである。

　第２に挙げられることは，政府による環境財

供給の停止である。これも政府の失敗と言われ

る事態の１つと考えられるが，第１の点より深

刻な問題である。これは端的に政府による環境

破壊と言うべきかもしれない。ある種の政治的

なプロセスをへて，経済活動活発化のために環

境財の供給が犠牲になることはよくあることで

ある。ここで政府による環境破壊の例をいくつ

か挙げておこう。

　石垣島の珊瑚，特に白保地区の珊瑚は世界で

も有数のものとして知られているが，この珊瑚

という環境財を破壊する可能性の大きい飛行場

建設を進めようとしているのは地方公共団体で

ある。この場合興味深いのは，飛行場という公

共財の供給と珊瑚という環境財の供給がトレー

ド・オフの関係にあることである。そして飛行

場のｈｉｇｈ-ｄｅｍａｎｄｅｒを満足させるために，環境

財の供給がとめられようとしているのである。

飛行場への投資から得られる利益は市場で測る

ことができ，人々が金銭的利益を直接享受でき

る。これに対し，人々に効用を与えるものとし

て環境財に価値はあっても，金銭的な意味では

環境財に結びつく利益は小さい。こうして市場

で評価される利益が優先され，環境財が犠牲に

なってしまうのである。

　尾瀬の景観を破壊するような道路建設を推し

進めようとしたのも，公共セクターであった。

このとき，まだ環境財は単なる「観光資源」と

いう観点からしかみられないことが多かった。

このような状況のなかで，環境財はいわば切り

売りされようとしたのである。(幸い，環境庁

の力によりこの道路建設計画は放棄された。)

　また最近明らかにされたところによると，南

極の自然環境が破壊されているという。これ

は，各国の政府の保有する基地が廃棄物を不当

に廃棄していることや，基地建設などによるも

のである。さらに，最近では各国が南極の資源

に注目し，自然環境保全よりも資源獲得に興味

を持ちはじめている。この面でも，政府による

自然環境の破壊が心配されるわけである。

　このように，政府が民主的プロセスに添って

行動したとき，ある人間にとっては環境財が過

小にしか供給されなかったり，あるいは供給が

停止したりすることがあるのである。したがっ

て，環境財の供給者として政府は適していない

場合があるのである。

　次に環境財の供給者として民間の企業を考え

てみる。もちろんその公共財的な性格から，企

業による供給は難しいと考えられる。しかし，

排除費用が安くてすむ場合，企業が環境財を供

(注５)　林野行政の問題点について，詳しくは福岡 (1989) を参照。
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給するということも考えられないことではない。

　しかし，ここでも１つの困難が起こる。それ

は，情報の非対称性，環境財の復元困難性に由

来するものである。企業に環境財の保全を委ね

た場合，それが需要者の望むような形でなされ

るとは限らない。つまり契約の失敗（ｃｏｎｔｒａｃｔ

ｆａｉ ｌｕｒｅ）が起こる可能性がある(注６)。需要者の

望む形で供給されなかった場合でも，復元の困

難性から需要者は劣化したままの環境財で満足

しなければならないといったケースが生じうる。

特に環境財は規模の大善い場合が多く，消費の

１人当たりの頻度はそう多いものではないから

このようなことが起こる可能性が大きいと考え

られる。

　自然を銘打ったいわゆるリゾート地と言われ

たところに行くと，そこには自然を破壊したテ

ニスコートとゴルフ場しかなかったりする。そ

の場所にいったかぎりそこで過ごすしかない

が，明らかにここでは一種の契約の失敗が起

こっている。

　環境財の供給者として，政府も企業も的確性

が疑われる場合，どのような主体が的確な供給

者となりうるであろうか。次に，環境財の最適

な供給者として非営利団体（ＮＰＯ）を取り上げ

ることにしよう。

Ⅲ.　環境財の供給者としてのＮＰＯ

Ⅲ-1　ＮＰＯの役割

　以上のような考察から，環境財供給の主体の

1つとしてＮＰＯが考えられる。ここでＮＰＯに

簡単な定義を与えておくことにする。ＮＰＯの定

義は人によって多少の違いがあるが，普通次の

5つの性格を持つ組織をＮＰＯと呼んでいるよ

うに思われる。(1)フォーマルな組織であるこ

と，(2)非政府組織（Ｎｏｎｇｏｖｅｍｍｅｎｔａｌ Ｏｒｇａｎｉｚ-

ａｔｉｏｎ略してＮＧＯ)であること，(3)非分配制約

（ｎｏｎｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ ｃｏｎｓｔｒａｉｎｔ）があること，(4)自

治的であること（ｓｅｌｆ-ｇｏｖｅｒｎｉｎｇ），(5)公共利益

を追及する組織であること，の５つである（注７)。

　この定義は，あまり厳密なものとはいえない。

たとえば第１番目の性格付けとしてあげられて

いるフォーマルな組織という概念は，それ自身

厳密に定義することがむずかしいからである。

大雑把に言えば，フォーマルな組織とは，恒常

的な会員をもち，はっきりとした目的のもとに

日常的な活動を続けている組織くらいにとれば

よいであろう。

　また，第５番目の公共利益という概念も，ど

こまでが公共的でどこまでが私的なのかはっき

り区切るのは現実には困難である。ここでも，

行動の目的が主に利他的であり，その結果がよ

り多くの人々に享受されうるものとして公共利

益という概念を広く理解しておくことにする。

以上のように，上の定義は必ずしも満足のゆ

くものではないが，ほかによりよい定義がある

ようにも思われないし，また以下の議論には充

分であるのでここではこれを用いることにする。

さて上の非分配制約という概念に関しては若

干の注意が必要である。ＮＰＯの収入は寄付によ

ることもあるし，政府からの援助によることも

ある。また供給の対価をもって収入とすること

もありうる。そして利潤ないし余剰と言ったも

の（すなわち供給にかかった経費以外の部分の

価値）を産み出すこともある。しかし基本的な

(注6)　Ｒｏｓｅ-Ａｃｋｅｒｍａｎｎ(1986)参照。

(注7) この定義は，筆者が公益法人協会の研究チームの一員としてジョンズ・ホプキンス大学を訪問した

　　 際サラモン教授が筆者らに示唆したものである。Ｓａｌｏｍｏｎ (1991) も参照のこと。
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ことは，余剰が資金の供給者に分配されること

がないということである。勿論，ＮＰＯの運営に

携わるものが適正な報酬を受け取った場合，そ

のことは非分配制約に抵触したとはみなされな

い。

　ＮＰＯの具体的な例としてあげられるのは，医

療，教育，社会福祉，宗教にかかわる法人や，

それ以外の各種公益法人などである。それで

は，なぜ環境財の供給をＮＰＯに任せるのが望ま

しいのであろうか。理論的には次のように考え

ることができる。

　環境財の供給に関して政府の失敗を論じたと

きに，満たされないｈｉｇｈ-ｄｅｍａｎｄｅｒがいること

を示した。彼らは，自分の所得の一部を犠牲に

しても環境財の供給を確保しようというインセ

ンティブがある。このような人々は進んで環境

財を供給するＮＰＯに寄付をするであろう。そし

てこの寄付によって，環境財の供給が増えるな

らば，彼らの効用水準は上がるのである。

　しかし，このような寄付があっても，契約が

履行されないならば寄付もやがては終わってし

まうであろう。このような契約の失敗はＮＰＯの

場合比較的小さいと考えられる。なぜなら，非

分配制約で縛られているかぎりＮＰＯが寄付を

したものとの約束を破ってまでも余剰を多くし

ょうというインセンティブがないからである。

ここで１つ残る問題は，「ただのり」の問題

である。ほかの人が環境財供給を確保するため

に寄付をするとわかった場合，自分は環境財を

欲していても寄付を取りやめることも考えられ

る。確かに理論的にはこの可能性は否定できな

い。しかし，寄付をしよう，あるいは環境財の

ために支払をしょうとしている人にとって，こ

のような動機は小さいと考えられる。なぜなら

一般にこれらの人々は道徳的な基準にしたがっ

て行動しているであろうし，また寄付行為事態

が効用を高めるといったこともあるからである。

Ⅲ-2　ＮＰＯの分類

　以上のように，ＮＰＯが環境財の最適供給者と

して重要な役割を果たしうることがわかった。

ここでその可能性をより具体的に探るために，

ＮＰＯを分類することにする。

　まず第１の分類の基準は，組織がファンドを

もってほかのＮＰＯ (またはN G O )に資金を供

給する組織（ｇｒａｎｔ ｍａｋｉｎｇ ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎまたは

ｆｉｎａｎｃｉａｌ  ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｒｙ 助成団体)なのか，そ

れとも資金の供給を受けて実際にある目的を遂

行する組織（ｏｐｅｒａｔｉｎｇ ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ　事業団

体)なのか，という点である。勿論２つの役割

を同時に担っているＮＰＯも存在する。

　第２の分類基準は，法律上のものである。こ

こでは詳細は避けるが，日本においては重要な

分類項目としては以下の項目が挙げられる。民

法34条によって設立された社団法人，財団法

人，所謂民法34条法人（公益法人）とよばれる

もの，社会福祉法人，学校法人，宗教法人，医

療法人などである。

　以下の議論のなかでは，特に財団法人の役割

が強調されるので，象徴的に，財団とそれ以外

のＮＰＯとに分けて話を進めることにしよう。財

団法人を上の第１の分類にしたがって分けた場

合，助成を主におこなっている財団のことを助

成財団と呼び，事業を主におこなっている財団

のことを事業財団と呼ぶのが普通である。ここ

でもこの呼び方を用いることにしよう。もちろ

ん，このように厳格に２つに分割できるわけで

はないが，概念上このように分けておいたほう

が後で便利なのである。

　更に助成財団を３つに分類しておこう。ここ

では，主にアメリカの状況を念頭に置きながら

論じようと思う。その主な理由は，アメリカに

おいてＮＰＯの活動が最も発達しており，日本に

おいてもいずれアメリカの現在のような状況が

支配する可能性もあるからである。

　助成財団は，その運営の独立性，資金源及び

資金援助範囲の違いなどから事実上次の3つの

ものに別れる。第１にあげられるのは，莫大な

みずからのファンドを保有し，運営に関して全

く独自性を持ちながら資金の配分・意志決定を

行なっている組織である。これらの組織は独立

財団と呼ばれ，アメリカではたとえばフォード
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財団ロックフェラー財団などに代表される財

団がこれである。これらの財団に共通すること

は，もともとのファンドがほぼ一箇所（個人）

から拠出され，この資金を運用することによっ

て資金配分がおこなわれているということであ

る。

　フォード財団にしてもロックフェラー財団に

しても，莫大な富を築いた個人の寄付によって

創設されたものである。これらの財団は資金の

面で他の組織特に企業に依存することがない。

組織運営・意志決定・資金配分などの独立性が

保証されているのはこのためである。この点

は，他の２つのタイプの財団とは全く異なって

いる。日本においては、このような意味での独

立財団は実質的にはないと思われる。

第２にあげられるのは，資金源を企業に頼

り，組織の運営も企業から一定の制約を受ける

企業財団と呼ばれるものである。アメリカで

は，27,000ある財団のうち，企業財団の占める

比率は５％にすぎないが助成金額は全体の15

～17％に及んでいる。（Giving America）。アメ

リカの代表的企業財団としては，ジェネラル・

モーターズ財団，エクソン教育財団などがあげ

られる。

　日本において重要な役割を果たしている助成

財団は，ほとんどがこの企業財団と呼ばれるも

のである。

　最後にあげられるのが，コミュニティー財団コミュニティー財団コミュニティー財団コミュニティー財団

と言われるものである。この組織は，資金源を

独立財団よりも広い範囲（公衆企業）から集

めてファンドをつくり，特定の地域に資金を配

分する組織であり，日本でも最近特に注目され

はじめている。アメリカでは歴史が古く，地域

における教育，社会福祉，市民サービス，芸術

・文化などの方面で多大な貢献をしている。

(「コミュニティー財団調査報告書」などを参

照。)我が国においては、この種の財団はまだ

存在していないと思われる。しかしようやく最

近，大阪商工会議所を中心にコミュニティー財

団が設立されようとしている。もしこれが成功

すれば日本でも地域を中心としたＮＰＯの本格

Ⅲ－３　ＮＰＯと環境ＮＧＯ;環境財の供給の在

 り方

　この項では，環境財供給の具体的な在り方を

検討するが，ここでＮＰＯという概念と並んで重

要なのが環境環境環境環境ＮＧＯＮＧＯＮＧＯＮＧＯという概念である。ＮＧＯ

（Ｎｏｎｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）には厳格な

定義はないと思われるが，公共目的を遂行する

ための民間団体，あるいは非政府組織として普

通用いられる。とりわけ最近このＮＧＯのなか

でも環境ＮＧＯと呼ばれる団体の活躍が目立つ

ようになった。1988年版の『環境白書』でも論

じられているように，環境保全(ここでの環境

財の供給)に関して環境ＮＧＯの果たす役割は

大きく，更に今後の活動の展開が期待されてい

る。ここでは環境ＮＧＯを極めて緩くとらえ，

フォーマルなモノからインフォーマルなものま

で含めて考えることにする。たとえば我が国の

場合，官庁から認可を受けて法人格をもつもの

から，任意団体，草の根団体的なものまで含め

た広い範囲でとらえるのである。前者の代表と

して「世界自然保護基金日本委員会」（ＷＷＦＪ）

や，「地球環境財団」などがある。）

　さてここで環境ＮＧＯとＮＰＯとのかかわりを

さぐることにしよう。ＮＰＯの定義のところで述

べたように、ＮＰＯという概念はＮＧＯという概

念の中に含まれる。勿論環境ＮＧＯもＮＧＯの一

的フィランスロピー活動が始まることになる。

さて以上の分類は，次のような表にまとめる

ことができる。この表の中のＡ，Ｂ，Ｃがいわゆる

助成財団であり，Ｅが事業財団である。
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部である。そしてＮＰＯと環境ＮＧＯには共通部

分が存在する。この様子は図２に示されている。

図２

の組織の資金源のかなりの部分は会員の会費で

成り立っているが，それと同時に個人ならびに

法人からの寄付もある。会員数も多いため，ボ

ランティアの力をフルに発揮して環境保全に貢

献しているのである。

　これらの環境ＮＧＯは，自ら環境保全という

事業活動をおこなっているため，勿論事業団体

(事業財団)ではあるが，活動資金を他の組織

に依存しないという点で特徴的である。他の

ＮＰＯから助成を受けないという点は活動の独

立性を保つという意味でもきわめて重要な要素

になっている。(先の表では，これらの団体は

ＥないしＦに相当するものと思われる。ＷＷＦ日

本委員会や地球環境財団は，Ｅに相当する。)

またＷＷＦのような団体は地域の環境ＮＧＯに

資金助成をおこなっている。すなわち，環境

ＮＧＯの中には，それ自身事業団体でありなが

ら，かつ助成団体的な性格を持っている団体も

あるのである。(地球環境財団もこの例に属し，

事業活動と共に助成活動もおこなっている。)

ＮＰＯの分類に際して助成団体と事業団体とに

はっきりと分けられない場合があると言ったの

は，このような点に留意してのことである。

特に規模の大きい(特に地球規模の)環境財

の供給に関しては，このように大きなしかも独

立の資金力を持ったＮＰＯが環境ＮＧＯとして活

動するという活動の在り方は望ましいといえる。

範囲の広い環境保全には極めて大きな資金と人

手が必要とされることを考えると，このことは

理解されよう。これは図式的には図３のように

理解できる。

　企業や家計は，会費・寄付金という形で

　上の図に見られる大きな楕円と斜線の楕円と

の共通部分が通常言われる環境ＮＧＯで，本論

で言うＮＰＯとして活動している団体を示して

いる。このような団体は，前節で述べたよう

に，環境財の最適供給者となっているとみなせ

る。環境のＮＧＯ環境保全への貢献が協調され

るとき，まず思い浮かべるのはこの種の団体で

あろう。

　この種の団体の中には，資金源泉を他の

ＮＰＯに依存しない独立の団体がある。このよう

な代表例として，Ｓｉｅｒｒａ  Ｃｌｕｂ(米国)，ＷＷＦ

(各国)，Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒｕｓｔ(英国)などがあげら

れるが，そのほとんどが活動範囲から言っても

資金量から言っても大きな組織である。これら

図３　環境ＮＧＯが資金的に独立したＮＰＯであるケース

ＮＰＯ＝環境ＮＧＯに資金を供給する。また家計

は，ボランティアという形で労働用役も供給す

る。一方，ＮＰＯ＝環境ＮＧＯは，環境財を供給す

る。環境財は原則として公共財であるから，全

ての経済主体によって享受されうるのである。

　しかしこのようなケースばかりとは限らない。
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環境ＮＧＯの中には資金的に不十分で，独立し

ては存続しえないものも多数存在する。(特に

草の根ＮＧＯを考えるときはそうである。)この

ような場合でも、資金的に豊かなＮＰＯ(特に助

成財団)と環境ＮＧＯ(事業財団もしくはそれ以

外の環境ＮＧＯとが何らかの協力関係に立て

ば，環境保全に充分貢献できるのである。これ

は図4によって表されている。

　企業や家計は，ＮＰＯ（この場合主に助成財

団）に資金を供給する。財源を主に前者に頼っ

ているＮＰＯが企業財団，主に後者に頼っている

ＮＰＯが独立財団と考えてよいであろう，コミュ

ニティー財団は両者の中間形態をとっていると

考えられる。このＮＰＯ(助成財団)が，環境

ＮＧＯの事業活動に資金助成するのである。家

計はやはりボランティアという形で労働を環境

ＮＧＯに供給できる。こうしてえた資金と労働

力をもって，環境ＮＧＯは環境財を供給できる

のである。

図４　環境ＮＧＯがほかのＮＰＯ(助成団体)から助成を受けるケース

Ⅲ－４　ＮＰＯと環境ＮＧＯ；具体的な例

　環境財の供給のあり方という問題に関して，

上に述べたようなＮＰＯと環境ＮＧＯの関係の具

体的な例を挙げてもう少し詳しく検討してみよ

う。

　まず，独立した資金を持ったＮＰＯで環境

ＮＧＯとして活動している団体のケースであ

る。前節でも述べたとおり，環境ＮＧＯでかつ自

らが資産を保有しているＷＷＦやＮａ ｔ ｉ ｏ ｎ ａ ｌ

Ｔｒｕｓｔ(英国)などの団体はこの例である。これ

らの団体は，多くの個人(法人)会員からの会

費・寄付によってみずからの資産を形成し，事

業・助成活動をおこなっている。ＷＷ Ｆや

Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒｕｓｔは，その資金源を個人の会費・

募金・寄付等に頼っているという点で，フォー

ド財団やロックフにラー財団などの典型的な独

立財団とは異なっている。

　しかし運営の独立性から言えば類似性がある

といえる。資金源の形態の相違にもかかわら

ず，ＮＰＯが独立の資産を保有しているために意

志決定の独立性が保持できると考えられるので

ある。これらの団体がグローバルな領域での環

境保全に多大な貢献をしていることは言うまで

もない。日本でもＷＷＦやＮａｔｉｏｎａｌ Ｔｒｕｓｔ運動な

どが広まりつつあるが，資金・活動・人的動員

などの規模ではアメリカや英国などの水準から

は遠いのが現実である。

　次に，前節の図４で挙げたようなＮＰＯ(助成

財団)が環境ＮＧＯに資金助成するケースにつ

いてみてみよう。

　実際この関係が多くの環境保全分野で力を

果たしているといえる。特に，独立財団と呼ば

れるＮＰＯが環境ＮＧＯと結びついたものの代表

として，ロックフェラー・ブラザーズ財団を中

心とする独立財団とワールド・ウォッチ研究所

との関係があげられる。ワールド・ウォッチ研

究所はこれらの独立財団の資金助成によって設

立され，運営されている。そして環境問題のシ

ンクタンクとして環境保全に関して積極的な提

言をしている。この団体は，研究・調査ならび

に政策提言等の活動に関して極めて高い独立性

を保持しており，時には政府や企業行動を痛烈

に批判することもある。

　この独立性の維持ということに関して，資金

供給を行なっている助成団体が独立財団である

ということの持つ意味は大きい。この独立財団

の資金援助によってなされた研究・活動が，た

とえ政府の方針に合わなかったり，全業社会の

在り方に批判的であっても，そのような研究助
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成をしたことについて独立財団はどこからも干

渉を受けることがないのである。むしろ独立財

団は，政府に先だって，政府や企業が扱いにく

い問題を手掛けて積極的に社会に貢献すること

に意義を見いだしているのである。(このよう

な態度は，なにも環境問題に限られるわけでは

ない。）

　たとえばロックフェラー・ブラザーズ財団で

は，気候問題を含む持続可能な資源利用の研究

領域に第１の重点をおいて資金援助している。

1989年，この財団はＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Uｓｅ

という名のもとに，全助成額850万ドルのうち

の39％を資源・環境問題等に助成しているので

ある。温室効果の研究や炭酸ガス削減問題につ

いても資金援助が行なわれているが，これらの

研究成果は，実際政府の見解と矛盾することが

多いと言われている。しかしながら，この財団

はこの助成方針を変えることがないのである
(注8)。

　1987年アメリカ全体では独立財団の環境・エ

ネルギー関係への助成ないし支出額は，9,330

万ドルで，総助成額のうちの4.4％を占めてい

る。

　独立財団がかなり大きな範囲の環境保全ない

しその研究に支出して貢献している一方で，地

域的な環境保全に貢献するようなＮＰＯ一環境

ＮＧＯの関係もアメリカでは重要である。コ

ミュニティー財団が環境ＮＧＯと結びついた

ケースがこれである。コミュニティー財団の

1987年における環境関連に対する助成額は，

283万6千ドルであり，これは助成総額のうち

の1.8％を占めている。

　最後の可能性は，企業財団が環境ＮＧＯと結

びつく場合である。アメリカについては，この

むすびつきによる環境問題への貢献は無視でき

ない。コンファレンス・ボードの調べによる

と，1987年325の企業の環境関連への助成は，

企業財団を通さないものも含めると4,402万6

千ドルであり，この額はこの325社の助成総額

の2.7％を占めている。そして重要なのは，環

境関連への助成比率は1977年と較べて増加して

いるという点である。（1977年は，1,119万ドル

環境関連に助成し，その比率は1.6％であった。

ただしこの数字は75 0社についてのものであ

る。)

　この企業財団というＮＰＯ一環境ＮＧＯとのつ

ながりの非常に興味深い例が，Ｖｅｒｇｉｎｉａ Ｅｎｖｉｒ-

ｏｎｍｅｎｔａｌ  Ｅｎｄｏｗｍｅｎｔ（ＶＥＥ）に見いだされ

る。ＶＥＥは，1977年にＡｌｌｉｅｄ Ｃｈｅｍｉｃａｌ Ｃｏｒｐｏ-

ｒａｔｉｏｎによって設立された企業財団で，環境保

全関係のみに助成するという極めて特異な財団

である。1970年代，Ａｌｌｉｅｄ Ｃｈｅｍｉｃａｌ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉ-

ｏｎは，地元のジェームズ川を汚染した罪で裁判

所より，1,320万ドルの罰金を課せられた(注9〕。

しかしその内の800万ドルをファンドとして，

環境保全のための財団をつくるように裁判所か

ら勧告されたのであった。こうしてVEEは生ま

れたのである。これ以降，ＶＥＥは着実に資産を

増やし援助を環境ＮＧＯに供給し続けているの

である。

　1990年現在，ＶＥＥの総資産額は，約1,600万

ドルであり，助成総額は116万5千ドルである。

助成先は，環境ＮＧＯや環境保全に貢献してい

る教育機関などである。ＶＥＥより助成を受けた

これらの環境ＮＧＯや教育機関は，地元の河川

や海浜の環境を保全することに大きく貢献して

いると言われている。

Ⅲ－５　環境保全における企業財団の役割；日

本における可能性

　次に，助成財団と環境ＮＧＯの協力関係が日

本で機能する可能性について論じてみたい。残

念ながら，日本ではアメリカに存在するような

独立財団やコミュニティー財団は，ほぼないと

言ってよい。環境保全の活動をおこなっている

ＮＰＯとして，ＷＷＦ日本委員会や地球環境財団

(注8)　詳しくは，Ｒｏｃｋｅｆｅｌｌｅ Ｂｒｏｔｈｅｒｓ Ｆｕｎｄ Annual Report 1989を見よ。

(注 9 )　ジェームス川汚染については，アイリーン・スミス  ( 1 9 7 8 )を見よ。
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などの事業財団があり，これらの団体が助成財

団としても活動している。しかし活動・助成の

規模及び形態の両面においてフォード財団や

ロックフェラー財団に較べられるような独立の

助成団体はない。

　実際上日本のＮＰＯ，とりわけ助成財団で大き

なウエートをもっている財団は，企業財団であ

る。したがって独立財団や，コミュニティー財

団がそう簡単につくれない以上，考えられる関

係は企業財団が環境ＮＧＯに助成するという関

係である(注10)。

　日本の既存の企業財団がＶＥＥのような専門

の財団になることは難しいかもしれないが，企

業財団は環境ＮＧＯに資金助成することによっ

て環境問題に大きな貢献をする潜在能力がある

のである。日本には現在企業財団と言えるもの

が341あり，その内の70％が助成財団であると

言われている。しかし，環境関連助成は多いと

はいえない。(『日本の企業財団88』参照)

　現在日本の企業は資金の上からは極めて強い

存在になっていることは言うまでもない。企業

寄付も着実に増加し，1986年度の法人企業の寄

付は，3,064億円で前年度と較べて7.5％の増加

となっている。この数字はアメリカ企業の寄付

47億5千万ドルと較べてそれほど引けを取ると

は思われない。日本の環境ＮＧＯが資金の上で

めぐまれていないことを考えると，この領域で

の全業財団の貢献が是非とも必要と思われる。

　勿論，現在でも上に述べたとおりいくつかの

企業財団は環境関連の助成をおこなっており，

このような助成は益々増える傾向にあるように

思われる。たとえば，日本を代表する企業財団

であるトヨタ財団についてみてみると，1989

年度総額５億252万円の助成額のうち10.8％

(5,2 38万円)が環境関連の助成に使われてい

る。またもう1つの代表的な企業財団である日

本生命財団では，同じく1989年5億６,479万円

の助成額の内の14.4％（8,108万円）を環境関

連助成に支出している。

　確かに，日本の企業財団の環境関連の助成は

決して小さくないのであるが，問題はその中身

である。上に挙げた両財団の環境関連助成の内

容を見ると，助成のほとんどが研究助成であ

り，しかもその大半は大学研究者に対する助成

である。環境ＮＧＯや市民活動に対する助成は

無視しうるほど小さい(注11)。研究助成が重要で

あることは言うまでもない。しかしほとんどが

研究助成というのでは，良質な環境財の供給，

すなわち環境保全という面から見た場合，きわ

めて偏った，しかも遠回りなやり方と言えよう。

　しかしながらこの点に関して，企業財団のみ

を批判するわけにはいかない。なぜなら，アメ

リカなどと比べて日本の環境ＮＧＯは，質・量

共に力がまだまだたりないからであり，助成の

受け手として不十分とみなされても仕方のない

面もあるからである。たとえば，前にも述べた

アメリカのワールドウォッチ研究所のような環

境ＮＧＯは日本にはない。またＶＥＥが助成して

いる環境ＮＧＯを見ると，地域に密着しながら

堅実に環境保全活動を行なっているが，このよ

うな団体も日本ではそれほど多くない。

　このように日本の環境ＮＧＯはまだまだ力不

足ではあるが，それでも少しずつ活動量・範囲

を大きくしている。最近では，環境問題に対す

る市民の態度は急速に変わりつつあり，多くの

市民が環境ＮＧＯに参加するようになってい

る。

　ここで必要とされることは，これらの環境

ＮＧＯが成熟するまで待つのではなく，成熟す

る過程で積極的に支援するという態度ではない

だろうか。この点において企業財団が貢献でき

る余地はきわめて大きいと考えられる。ワール

ドウォッチ研究所もロックフェラー財団などを

はじめとする財団の支援がなければ設立されえ

(注1 0 )　上にも述べたとおり，大阪商工会議所を中心にコミュニティー財団が設立されようとしている。今

後も更にコミュニティー財団が設立される可能性はあるかも知れない。

(注11)　トヨタ財団は，環境ＮＧＯにも支出しているが，助成に対する態度はきわめて慎重である。
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なかったのであり，その後もそれらの独立財団

の助成によってこれまでにいたっている。日本

に独立財団がない以上，このような役割を果た

すのは企業財団をおいて他にないのではないだ

ろうか。

　このように考えると，より質の良い環境財を

より多く供給するために，何らかの形で企業財

団と環境ＮＧＯが協力関係にたつことが望まれ

る。どのような関係が望ましいかを一般的な形

で述べるのは難しい。が，ここではＷＷＦの活

動をヒントとして協力関係の一つのあり方を示

しておきたい。

　ＷＷＦでは，その活動の一環として地域的な

小規模の団体から環境保全活動(環境財供給)

に関するプロジェクトの申請を受け，それに対

して一定の資金助成をしている。地域的な環境

財に関しては，その地域の環境ＮＧＯが多くの

情報を持っているから，ＷＷＦが直接供給する

より資金援助をしてその地域の環境ＮＧＯに供

給を任せたほうがよいのである。

　この方法の利点は，ｆｕｎｄｒａｉｓｉｎｇに関しては，

ＷＷＦという組織の力を充分に利用し，実際の

執行に関しては各地域の団体の情報量と行動力

を活用できるという点である。小規模な環境

ＮＧＯにいくら情報と行動力があったとして

も，ｆｕｎｄｒａｉｓｉｎｇはそうたやすいことではない。

逆に，ＷＷＦほどの大きな団体が，自ら色々な

地域の環境に目配りをしながら行動するのは難

しい。したがって，現在のような行動様式には

極めてメリットがあるといえるのである。

　今述べたようなパターンを，日本の企業財団

と環境ＮＧＯとの協力関係として置き換えられ

ないであろうか。ｆｕｎｄ ｒａｉｓｉｎｇの得意な，特に企

業財団を中心としたＮＰＯと，情報と行動力のあ

る地域的な環境ＮＧＯが分業的な関係にたつ。

資金は前者が集めて後者に流し，実際の執行は

環境ＮＧＯが行なう。このようにして，ＮＰＯ(助

成財団)は間接的ながら地域的な環境財の供給

に寄与したことになるのである。(まさにＶＥＥ

はこのようなことを行なっているのである。)

　企業財団と環境ＮＧＯとの協力関係は，勿論

上のような地域的なもののみには限られない。

全国的な環境ＮＧＯが存在すれば，企業財団は

積極的に助成すべきである。しかし，質的にも

規模から言ってもすぐれた全国的な環境ＮＧＯ

が少ないというのが現実である。

　この点に関して，前にも述べたとおり，単な

る資金助成の協力のみではなく，企業財団は積

極的に環境ＮＧＯを育て上げるという思い切っ

た試みをしてはどうだろうか。日本版のワール

ドウォッチ研究所やブルッキングス研究所がで

きるとしたら，それは企業財団の支援によるほ

かはないであろう。これからは両者のこのよう

な形での協力形態が１つの重要なあり方となる

のではないだろうか。

　企業財団と環境ＮＧＯの協力による環境保全

という方法は，特に日本では現実性があると思

われる。日本では，家計間で所得分配は比較的

公平であり，極端な格差がない変わりに，企業

と家計との所得（資産）格差は大きいのである。

企業は金あまりと言われる状況にあるが，その

一方で家計は住宅も持てないのである。した

がって企業の余剰資金をＮＰＯ(企業財団)に流

し，そこから次には環境ＮＧＯを経由して環境

財を供給するという方法は我が国では成り立ち

うるのではなかろうか。

　ここでひとつ生じうる疑問は，なぜこのよう

な迂回的な方法をとらねばならないかというこ

とである。企業─環境ＮＧＯと言うダイレクト

な結び付きの方が効率的なのではないだろうか。

しかしそのようなむすびつきにはきわめて深刻

な問題が生じやすいと考えられる。環境財供給

という目的は，私的企業の目的と矛盾する場合

もある。もし資金的に弱い立場にある環境

ＮＧＯが直接企業より資金供給を受けなければ

ならないとしたら，本来環境ＮＧＯの意図した

目的がゆがめられる恐れがある。従って，

ＮＰＯがこの意味で中立的な立場を保持できる

のであれば，企業─ＮＰＯ (企業財団)─環境

ＮＧＯ─消費者(家計)という関係を保ったほう

がよいと考えられるのである(注12)。

　上の関係は，見方を変えるなら，企業が
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ＮＰＯ（企業財団）を経由して環境財を需要し，

消費者が環境ＮＧＯを経由して環境財を供給す

るともとれるのである。もちろん環境財は公共

財であるから，実際は消費者も環境財を消費で

きる。このような，企業─ＮＰＯ（企業財団）と

ＮＧＯ─消費者（家計）と言う関係によって，企

業は環境保全に貢献でき，消費者は環境が改善

することによって効用水準が上がると考えるこ

とができるのではないであろうか。

　さて本稿を改定中に，きわめて象徴的なこと

が起こったのでそれを最後に紹介したい。今年

の１月，実質的に日本でははじめてとも言える

環境問題専門の企業財団が設立されたのである

(注13)。この財団はイオングループによって設立

された「イオングループ環境財団」である。こ

の財団は設立の目的として，「環境ＮＧＯの活動

支援，途上国における環境専門家の養成，環境

関係会議の開催への助成」を挙げて，環境保全

活動への助成を積極的に行なうことを約束して

いる。

　すでに初年度の活動として環境ＮＧＯへの助

成，植樹への支援などを行なうことになってい

る。基本金も運用額も共に１億円ずつふやして

ゆくそうであるが，今後どのような形でこの団

体が更に環境保全に貢献していくか非常に興味

のあるところである。

Ⅳ.　おわりに

　本小論は，極めて簡単化された仮定のもと

に，環境保全をいかに効率的に行なうかを論じ

た。その際に用いた重要なキィーワードは，環

境財という言葉であった。環境財とは，もっぱ

ら自然によって生産され，公共財的な性格を

持った財のことであった。そして，環境保全を

環境財の供給として捉えたのであった。

環境財は，その性格から，政府や企業では効

率的に供給できないことが多い。所謂，政府の

失敗や，情報の非対称性による契約の失敗が生

じるからである。そこで，環境財の供給は，非

営利団体（ＮＰＯ）に委ねたほうがよいという結

論が導かれたのである。

　しかし，従来日本では環境保全には，一部の

団体を除いてＮＰＯはあまり大きな役割を果た

していない。このような中，徐々にではある

が，所謂環境ＮＧＯといわれる民間環境団体が

活動を活発化しつつある。しかし日本の環境

ＮＧＯは欧米のものに比べてまだ未熟であり，

資金力も弱い。ここで考えられるのが，助成団

体の中核である企業財団と環境ＮＧＯとが協力

関係にたっという可能性である。

　企業財団と環境ＮＧＯがｆｕｎｄ ｒａｉｓｉｎｇと実際の

執行という面で分業体制をとり，協力すれば環

境財を効率的に供給できると思われるのである。

実際日本の企業は家計と比べるときわめて裕福

であり，企業財団を通じて資金を供給する能力

は充分ある。それと同時に，企業も市民として

社会に貢献しなければならないことを徐々にで

はあるけれども認識しつつある。一方で，環境

問題に関して市民の意識も高まりつつあり，環

境ＮＧＯへの参加も急増している。このような

状況において企業財団と環境ＮＧＯとの協力関

係が機能すれば，一方で企業は環境保全に間接

的ながら貢献し，消費者は改善された環境を享

受できるということになるのである。

　もちろん本論の基づく仮定には非現実的な側

面もあり，また多分に状況を単純化している。

（注12）　ＮＰＯが独立した団体であることの重要性は，島田(1991)でも強調されている。

(注13 )　このほかにも環境問題専門の助成財団として，すでに「とうきゅう環境財団」がある。しかしこの財

団は，ほぼ多摩川に関する研究助成に特化している。
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たとえば，ここでの所論の重大な仮定は，企業

財団がその意志決定において独立性を保つとい

うことであるが，これは現段階では難しいかも

知れない。これができない場合，環境保全活動

は歪められたものとなる恐れがあるのである。

　しかし，現在の環境問題が，企業や政府のみ

の問題でないのは明らかであり，消費者をも含

めたあらゆる経済主体が協力関係を結ばないか

ぎり，環境を保全することは難しい。このよう

な中，イオングループ環境財団のような，積極

的に環境ＮＧＯに助成する企業財団も登場しは

じめている。このことは本稿の結論が若干の現

実妥当性を持っていることを示しているように

思われる。
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